
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２期 

川崎市監査事務局 

障害者活躍推進計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和４(2022)年３月 策定 

（令和６(2024)年３月 改定） 
 
 
 
 
 
 



 
 

目次 
 

第１章 計画策定の趣旨及び計画期間等・・・・・・・・・・・・・・・・１ 
１ 策定趣旨 
２ 計画期間 
３ 計画策定者 
４ 計画策定と進捗管理についての周知・公表 

 
第２章 計画の取組目標・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
 １ 採用に関する目標 
 ２ 定着に関する目標 
 
第３章 障害者の活躍推進に関する取組・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

１ 活躍を推進する体制整備 
２ 職務の選定・創出・マッチング 
３ 環境整備・人事管理 
４ その他 

 
 
  



1 
 

第１章 計画策定の趣旨及び計画期間等 

 
１ 策定趣旨 
 
○ 障害者の活躍の場の拡大のための取組を不断に実施する等、自律的なＰＤＣＡサイク

ルを確立できるよう、障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和

元年法律第 36 号）による改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律

第 123 号）の規定に基づき、また、障害者活躍推進計画作成指針（令和元年厚生労働省

告示第 198 号）に即して、令和２(2020)年度から令和３(2021)年度の２年間を計画期間

として、川崎市監査事務局障害者活躍推進計画（以下「計画」という。）を策定し、取

組を推進してきました。そしてこの度、取組の成果と課題を踏まえつつ、令和４(2022)
年度から令和７(2025)年度の４年間を計画期間として、第２期計画を策定するもので

す。 
 
○ 本市の障害者雇用の状況については、令和元(2019)年６月における雇用率が 2.37％で

あったところ、令和２(2020)年６月は 2.53％、令和３(2021)年６月は 2.66％、令和４

(2022)年６月は 2.68%、令和５(2023)年６月は 2.84%となり、直近では法定雇用率

（2.6％）を満たしていますが、今後、法定雇用率が引き上げられるところであり、ま

た、障害者雇用の取組を市内に呼びかけていく立場である行政としても一層の取組が求

められます。 
 
○ こうした状況を踏まえながら、本計画のもと、障害のあるなしにかかわらず多様な人

材が混ざり合って活躍できる、誰もが働きやすい職場環境づくりに向けて取り組んでま

いります。 
 
 
２ 計画期間 
 
○ 令和４(2022)年度から令和７(2025)年度までの４年間を計画期間とします。 

※川崎市総合計画第３期実施計画に合わせた計画期間としています。 
 
○ なお、計画期間内においても、毎年度、取組状況等を把握・検証し、必要に応じて計

画の見直しを行います。 
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３ 計画策定者 
 
○ 監査事務局では、代表監査委員が計画策定者となりますが、市役所全体で取組を推進

するため、各任命権者が互いに連携し、計画を策定します。 
 
 
４ 計画策定と進捗管理についての周知・公表 
 
○ 策定又は改定を行った計画は、イントラネットへの掲載等により、全ての職員に対し

て周知するとともに、市のホームページに掲載するなど、適切な方法で公表します。 
 
○ 計画の進捗管理について、目標の達成状況及び計画に掲げる取組の実施状況等を年度

ごとに取りまとめ、川崎市障害者雇用推進会議において報告し、公表します。 

 

第２章 計画の取組目標 

 
１ 採用に関する目標 
 
○ 障害者雇用の推進についての研修会の受講や、川崎市障害者地域就労援助センターが

実施する職場実習の受入れなど、障害者雇用の推進に関する理解を促進する取組を実施

します。 
 

【評価方法】 
毎年の障害に関する理解促進・啓発のための研修の受講件数等 

 
 

２ 定着に関する目標 
 
〇 不本意な離職者を極力生じさせないようにします。 

 
【評価方法】 
毎年、人事記録等を元に、障害のある職員（常勤・非常勤を問わず障害者を対象とし

た採用選考）の定着状況を把握。 
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なお、常勤職員（「障害者を対象とした川崎市職員採用選考」採用者）については、

任命を超えて人事異動（出向）があることから全任命権者合算で採用１年後の定着率を

算出。市長事務部局が掲げる目標値に準ずる。 

 

第３章 障害者の活躍推進に関する取組 

 
 計画の策定趣旨を踏まえ、分野ごとに次のとおり取組を進めることとします。 
 
１ 活躍を推進する体制整備 
 
（１）組織面 
  
 ○ 障害者雇用推進者として行政監査課長を選任しています。 
 
 ○ 全任命権者の人事担当課長、関係課長、会計担当部署の責任者、出先機関の組織・

定員管理を担当する部署の責任者等を構成員とする「川崎市障害者雇用推進会議」へ

参画し、障害者活躍推進計画の実施状況の点検・見直し等の議題について検討します。 
 
 ○ 市長部局内で整備する組織（障害者雇用推進者、川崎市障害者雇用推進会議、川崎

市障害者雇用推進会議検討部会、障害者職業生活相談員1、産業医、障害者雇用支援

員・障害者職場適応支援員2等）等と連携体制を構築し、役割分担及び各種相談先を整

理した上、関係者間で共有します。 
  

○ 職場環境に関する相談は、原則として所属長が個別に対応を行うほか、行政監査課

においても相談に応じることとしています。また、総務企画局人事部人事課に、障害

のある職員の合理的配慮等に関する相談ができる専門窓口（職場環境に関する相談窓

口）を設置しており、引き続き相談に応じる体制とします。 
 

○ 役割分担及び各種相談先については、人事異動等により変更が生じるため、定期的

に更新を行います。 

                                                   
1 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第 79 条による障害者職業生

活相談員。障害のある職員の職業生活に関する相談及び指導を行う役割を有する。 
2 障害のある職員が安定して勤務するために必要な相談や業務指導、就労支援機関との連携等

を行う職。 
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【障害者雇用推進会議】 
 
委員長 総務企画局人事部人事部長 

委 員 

総務企画局人事部人事課長 市民オンブズマン事務局担当課長 
総務企画局総務部庶務課長 会計室審査課長 
総務企画局人事部人材育成課長 川崎区役所まちづくり推進部総務課長 
総務企画局人事部労務厚生課長 幸区役所まちづくり推進部総務課長 
総務企画局人事部総務事務センター室長 中原区役所まちづくり推進部総務課長 
総務企画局行政改革マネジメント推進室担当課長 高津区役所まちづくり推進部総務課長 
財政局財政部庶務課長 宮前区役所まちづくり推進部総務課長 
財政局財政部財政課長 多摩区役所まちづくり推進部総務課長 
財政局資産管理部契約課長 麻生区役所まちづくり推進部総務課長 
市民文化局市民生活部庶務課長 上下水道局総務部庶務課長 
経済労働局産業政策部庶務課長 交通局企画管理部庶務課長 
環境局総務部庶務課長 病院局総務部庶務課長 
健康福祉局総務部庶務課長 消防局総務部人事課長 
健康福祉局障害保健福祉部障害者社会参加・就労支援課長 教育委員会事務局総務部庶務課長 
こども未来局総務部庶務課長 教育委員会事務局職員部教職員人事課長 
まちづくり局総務部庶務課長 選挙管理委員会事務局選挙部選挙課長 
建設緑政局総務部庶務課長 監査事務局行政監査課長 
港湾局港湾振興部庶務課長 人事委員会事務局調査課長 
臨海部国際戦略本部事業推進部担当課長 人事委員会事務局任用課長 
危機管理本部危機管理部担当課長 議会局総務部庶務課長 

 
 

障害のある職員を支える体制 

※必要に応じて、矢印のない部門も密接に連携を行う。 
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（２）人材面 
  
 ○ 障害者職業生活相談員に選任された者（選任予定の者を含む。）について、神奈川

労働局が開催する障害者職業生活相談員資格認定講習を受講し、必要な知識の充実に

努めます。 
 
 ○ 障害のある職員が配属された部署の職員を中心に、神奈川労働局が開催する「精

神・発達障害者しごとサポーター養成講座」の受講案内を行い、参加を推進すること

で受講者の拡大を図り、必要な知識の充実に努めます（過去に同講座を受講したこと

がない職員に限る。）。 
   また、「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座ｅ－ラーニング版（厚生労働

省）」を周知・活用し、障害に係る基礎知識や必要な配慮等に関する職員理解の促進

を図ります。 
 
 ○ 総務企画局人事部人材育成課が実施する、新規採用職員研修や新任課長研修等を通

じて、障害理解の促進を図ります。 
 
 ○ 職場の同僚・上司（サポート職員）を対象とした、対応のノウハウや課題となった

事例について共有を行う経験交流会に、必要に応じて参加することにより、障害に関

する理解促進に努めます。 
 
 
２ 職務の選定・創出・マッチング 
 

○ 障害のある職員と職務とのマッチングが適切かどうかについて、人事評価時の面談

等を活用して点検します。  
 
○ 身体障害等により従来の業務遂行が困難となった職員から相談があった場合は、遂

行可能な職務の選定及び創出について検討します。 
 
 ○ 平成 28(2016)年度に導入した「配慮事項情報シート」等を活用し、障害のある職員

が異動する際に、新職場で支障なく業務が行えるように、配慮事項の情報提供を的確

に行います。 
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３ 環境整備・人事管理 
 

○ 総務企画局人事部人事課の専門窓口を始めとした、相談窓口等へ寄せられる相談・

要望に対して社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮を的確に行う

ため、ハード面の環境の整備に努めるとともに、関係職員に対する研修その他のソフ

ト面の取組と併せて検討を進めていきます。 
 
 ○ 障害者雇用を通じて、作業マニュアルのカスタマイズ化や作業工程の見直しなどに

ついて検討を行い、誰もが働きやすい職場環境づくりを目指します。 
 
 ○ 人事評価時の面談など定期的な振返りの場面で、配慮事項等を把握し、必要に応じ

て適切な対応を図るものとします。 
 

○ 孤立を防ぐ（居場所をつくる）取組として、市長部局等が主体となって開催する、

ピアサポートの一環となる障害のある職員同士の経験交流会について、任命の枠にと

らわれることなく、連携していきます。常勤職員同士の経験交流会や会計年度任用職

員同士の経験交流会開催などについて連携していきます。 
また、交流会の中で出た意見を通じて、必要な配慮を把握し、継続的な職務環境の

改善に努めます。 
 
 
４ その他 
 

○ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成 24
年法律第 50 号）の規定により毎年度策定する、「川崎市障害者優先調達推進方針」に

基づき、障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡大を推進しま

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

 
 
 



 

 

 


